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P.1 表紙 

 

 

株式会社エプコ CFO の平川と申します。 

本日は、第 26 回経営計画説明会にご参加頂きまして、改めて御礼申し上げます。 

弊社は毎年２回、第二四半期と本決算で、このようにリアル会場によって決算報告会を開催させていた

だいておりますが、回を増すごとにご参加いただける方が増えておりまして、本日、会場にご参加の皆様も、

少し窮屈な状況でご不便をおかけしておりますが、どうかご容赦いただければと思います。 

 

今回、オンラインも含めて 370 名以上、前回の 8 月に比べ 100 名以上多い参加申込をいただき、弊

社の事業内容や将来性に対して、株主様・投資家様からのご関心やご期待が高まっていることと、私も

一層気が引き締まる思いです。 

 

本説明のあと、なるべくご質問の時間も多く確保したいと思いますので、これからポイントをしぼってご説明

させていただきます。 

それでは 2025 年 12 月期本決算の内容についてご説明を申し上げます。 
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P.2 目次 

 

こちらが本日のご説明の順番となります。 

はじめに私の方からエプコグループにおける 2025 年 12 月期の実績および、本年 2026 年 12 月期の

計画についてお話しさせていただきます。 

その後、昨年の業績のけん引役であり、今年以降も成長が期待される再エネサービスについては、別途

時間を取りまして、常務執行役員で再エネ事業本部長の下司よりご説明申し上げます。 

 

株主還元については、改めて私からの方からご説明をし、そののちに質疑応答へと移らせていただきます。 

ご質疑がなくなりましたら、または時間になりましたら、株主優待の抽選会を始めさせていただきます。 

 

本日、入り口にて軽食をお配りさせていただきました。ぜひお召し上がりになりながらお聞きいただければと

思います。 
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P.3 2025/12 通期 ｜ 連結業績 概況（前期比）  

 

さて、こちらはエプコグループの 2025 年 12 月期の連結業績概況になります。 

連結売上高は、62 億 52 百万円と、前期比で 11.5％の増収となりました。 

次に連結経常利益は、4 億 81 百万円と、前期比で 9.1％の増益、 

税引き後の純利益は 4 億 24 百万円と、前年比で 29.9％の増益という結果になりました。 

売上高、経常利益については、このあとにご説明いたします。 

 

純利益の増加要因としましては、第１四半期にて当社が保有する政策保有株式の一部を売却し、投

資有価証券売却益として 62 百万円が計上されたことに加え、第２四半期におきまして当社の持分法

適用会社であった中国・深圳にあるバンハオエプコの持分の一部を譲渡したことにより、関係会社株式売

却益が 12 百万円生じたことによるものです。 
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P.4 2025/12 通期 ｜ 連結業績 セグメント別ハイライト  

 

続きまして、セグメント別の連結業績ハイライトをご説明します。 

先ほどご説明しました通り、グループ全体の連結売上高、経常利益は増収増益を確保いたしました。 

2 行目以降が、各事業セグメントにおける売上・利益となりますが、エプコグループでは３つの事業セグメ

ントがあり、再エネサービス事業、メンテナンスサービス事業、設計サービス事業の３つとなります。 

 

再エネサービス事業では、売上高は前期比+52.5%の 21 億 3 百万円で、経常利益は前期比

+38.9％の 2 億 58 百万円と、大きく業績を伸ばすことができました。 

次に、メンテナンスサービス事業ですが、こちらは 2024 年の大型スポット受注とグループ会社の内製化支

援の影響で、期を通じてマイナス傾向が続いていましたが、最終的に売上高は前期比マイナス 3.8％の

19 億 33 百万円、経常利益は前期比マイナス 6.5％の 2 億 91 百万円という結果になりました。 

設計サービスですが、売上高が前期比ほぼ横ばいの 22 億 14 百万円、経常利益は前期比マイナス

4.1％の 3 億 45 百万円と減益になりました。 

 

わたしたちエプコグループは、2022 年に事業ポートフォリオの見直しを行い、当時はまだ売上・利益が大き

くなかった再エネサービス事業に対して経営資源を集中的に配分してきましたが、今期のセグメント別の売

上構成のとおり、再エネサービス、メンテサービス、設計サービスと売上高・経常利益がそれぞれ均衡する

事業規模に育ってきました。 

 

再エネサービスの成長が、エプコグループ全体の成長を牽引しつつ、これらの事業成長から派生して、再エ

ネ関連のメンテナンスサービスや設計サービスが広がっていき、相乗的に成長を実現していくというストーリ

ーがかたちになりつつある、そういう段階だと認識しております。 

P.5 2025/12 通期 ｜ セグメント別連結経常利益  
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こちらは各セグメント別の連結経常利益額と増減額をグラフで示したスライドになります。 

ご覧のとおり、緑色の再エネサービスの増益が経常利益全体に大きく寄与していることがお分かりになるか

と思います。 

次のページでは、この再エネサービスの増益理由についてご説明してまいります。 
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P.6 2025/12 通期 ｜ 再エネサービス 経常利益  

 

こちらは再エネサービスの経常利益の増減要因をグラフ化したものです。 

2025 年の再エネサービスは、４つのグループ会社で構成されており、ENE‘s、TEPCO ホームテック、中

国大手管財メーカーである LESSO グループとの合弁会社２社、そして三井物産との合弁会社である

MEDX の４つになります。 

 

2025 年本決算における増益は、ENE’s、TEPCO ホームテックが前期比でプラスとなったことによるもの

で、特に ENE’s の経常利益が+97 百万円と全体を牽引しています。 

 

一方、LESSO との合弁会社および MEDX については、業績が不安定であったこともあり、LESSO 合弁

会社の 1 つであるバンハオエプコを持分法適用外に、MEDX については昨年３月に事業活動を終了さ

せましたので、2025 年までは業績に反映されていますが、2026 年以降はなくなることとなります。 
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P.7 2025/12 通期 ｜ 再エネサービス TEPCO ホームテック 

 

こちらが TEPCO ホームテックの業績となります。 

TEPCO ホームテックは、東京電力エナジーパートナー社が 51％、エプコが 49％出資して設立した合弁

会社で、エプコから見ますと持分法適用会社となります。つまり、TEPCO ホームテックの売上や営業利益

はエプコグループの連結対象にはならず、TEPCO ホームテックの税引き後当期純利益の 49％がエプコグ

ループの持分法投資利益として経常利益に計上されることになります。 

 

そのため、TEPCO ホームテックは既にエプコグループを上回る 100 億円近い売上高を上げているのです

が、少し成長が分かりづらくなっていることをご容赦願いします。 

 

その TEPCO ホームテックですが、2025 年は売上高 98 億 52 百万円と、前期比で 12.5％の増収と

なり、エプコグループへの利益貢献である持分法投資損益で、前期比プラス 54.9％の 1 億 11 百万円

と、堅実に成長を遂げております。 
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P.8 2025/12 通期 ｜ TEPCO ホームテック シナジー効果の推移 

 

また、エプコグループにおける TEPCO ホームテックの位置づけについても改めてご説明いたします。 

TEPCO ホームテックに関しては、会社単体の成長のみならず、太陽光発電システムの設置に関する一

連の業務プロセスにおいて、グループ全体で利益を獲得する事業モデルを構築しております。 

 

これにより、エプコ 100%子会社の ENE’s 社においては、近年、TEPCO ホームテックからの太陽光・蓄

電池関連工事を安定して増やしております。 

 

また、エプコ本体では、各種申請業務や、設備設置後の問い合わせ対応業務などを受託しており、 

2025 年から減少していますのは、申請業務については TEPCO ホームテック社における業務効率化の

観点から同社内での内製化を進めた影響によるものです。 

なお、当該業務に従事していたエプコ社員 18 名は、TEPCO ホームテックへ出向し、引き続き同社内に

おいて申請業務に従事しております。 
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P.9 2025/12 通期 ｜ 再エネサービス ENE’s  

 

 

次に、当社 100%子会社の電気工事会社である ENE’s の業績になります。 

売上高は前期比で＋52.5%の 21 億 3 百万円となりました。 

 

この要因は、先ほどご説明の通り、TEPCO ホームテック関連の工事について安定した受注を継続し、今

期も前期比＋35.3%の売上が計上できていることに加えて、エプコ本体でお付き合いのある大手ハウス

メーカー様から大口の太陽光関連工事を受注したことなどによるものです。 

これにより、TEPCO ホームテック以外の太陽光・蓄電池等の売上も、前年同期比で＋68.7%、17 億

20 百万円と大幅に増加しました。 

 

この結果、ENE’s の経常利益は、前年同期比でちょうど２倍の 1 億 95 百万円となりました。 
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P.10 2025/12 通期 ｜ メンテナンスサービス 経常利益  

 

続いて、メンテナンスサービスの経常利益になります。 

昨年 2024 年度は 3 億 11 百万円の経常利益でありましたが、昨年の 8 月に、TEPCO ホームテックか

ら受託していた一部の業務を TEPCO ホームテックに返したこと、および、たまたま同時期だったのですが、

エネルギー会社から受託していた期間限定のスポット業務が、同じ８月に予定通り終了となったことにより、

併せて約 180 百万円の減収となっております。 

 

一方、新規受託や生産性向上にも取り組みました結果、2025 年の経常利益は、2 億 91 百万円で

着地いたしました。 

 

減益にはなりましたが、昨年の下半期、第三四半期から利益水準を取り返しつつありまして、前年よりも

プラスで推移しております。この傾向は今年に入ってからも同じトレンドで続くと見ております。 
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P.11 2025/12 通期 ｜ 設計サービス 経常利益  

 

続きまして、設計サービスにおける経常利益になります。 

設計サービスは昨年、3 億 60 百万円の経常利益でしたが、当年も依然としてマクロトレンドとしての新

築住宅着工戸数の減少の影響があるのに加え、昨年 4 月に施行された建築基準法の改正や建築省

エネ法の影響により住宅着工戸数が更に落ち込むという影響もありました。 

 

一方、当社のお客様である大手ハウスメーカー様に対して、既存業務の周辺サービスの提案をすることな

どで約 100 百万円の増収があり、昨年後半には円安による中国コストの増加ということもありましたが、

2025 年の経常利益は 3 億 45 百万円となりました。 

 

中期経営計画で掲げた「D-TECH2.0 プロジェクト」については、既存の設計業務を DX と BPR により従

来の３分の１の人数で行える様にする生産性向上活動の名前ですが、着々と人員のスリム化に向けた

道筋が見えてきております。またシステムによる検図自動化についても、開発を進めているところでございま

す。 
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P.14 2025/12 通期 ｜ （参考）人的資本経営の取り組み状況 

 

こちらは参考資料になりますが、 

 

当社では、人的資本経営にも注力しており、特に、人材ポートフォリオの転換、成長分野である再エネ事

業への人材のシフト、および稼げる人財を育成するという目的で再エネ分野での資格取得支援などに取

り組んでおります。 

 

また、ダイバーシティによって経営のイノベーションを実現するため、ダイバーシティイノベーションの推進を図っ

ており、その活動を評価していただき、ダイバーシティアワードの受賞や、各種行政機関からの認定の取得

を進めております。 
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P.15 2025/12 通期 ｜ （参考）ENE’ｓ Web サイト全面リニューアル 

 

こちらは ENE’ｓの WEB サイトに関してですが、ENE’ｓのホームページもリニューアルしましたので、ぜひご

覧いただければと思います。 

 

P.16 目次  

 

続きまして、2026 年 12 月期の計画についてご説明させていただきます 

  



- 15 - 

 

P.17 2026/12 通期 ｜ 連結業績予想の概況 

 

こちらは、2026 年 12 月期の通期業績予想になります。 

 

2026 年 12 月期の業績予想につきましては、売上高が昨年から+6.9%の 66 億 80 百万円、経常

利益が昨年から+29.8％の 6 億 24 百万円、純利益が昨年から＋14.4％の 4 億 85 百万円を見込

んでおります。売上高・経常利益は引き続き増収増益を確保する見通しです。 

  

セグメント別の増加要因につきましては、次ページにてご説明いたします。 
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P.18 2026/12 通期 ｜ 連結業績 セグメント別ハイライト 

 

こちらは 2026 年 12 月期におけるセグメント別の計画になります。 

  

当期におきましては、３つのセグメントいずれも売上・利益ともに増加することを見込んでおります。中でも、

再エネサービスが、引き続きの成長のけん引役となるのは変わりがありません。一方で、メンテナンスサービ

スも二桁の売上成長を見込んでおり、設計サービスは D-TECH2.0 の効果により収益性を改善すること

を計画しております。 

 

結果、再エネサービスは売上が 10.6％成長の 23 億 27 百万円、経常利益が 34.4％成長の 3 億

46 百万円、メンテナンスサービスは売上が 10.3％成長の 21 億 32 百万円、経常利益が 32.3％成

長の 3 億 85 百万円、設計サービスは新築住宅着工戸数の停滞を踏まえ、売上は横ばいの 22 億 21

百万円、経常利益は 27.2％成長の 4 億 39 百万円、となります。 
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P.19 2026/12 通期 ｜ 連結経常利益 増減要因 

 

こちらは連結経常利益の昨年からの増減要因について、グラフ化したものになります。 

それぞれの事業セグメントについては、この後のスライドでご説明しますので、ここでの説明は割愛いたしま

す。 

 

P.20 2026/12 通期 ｜ セグメント別業績予想の前提 

 

こちらも計画策定の前提になりますので、このあとのセグメント別の内容にてご説明いたします。 
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P.21 2026/12 通期 ｜ メンテナンスサービス 経常利益   

 

再エネサービスはこの後、再エネ事業本部長の下司の方から説明をしますので、先にメンテナンスサービス

と設計サービスについてのご説明をいたします。 

 

こちらはメンテンスサービスの経常利益の増減要因のグラフとなります。 

昨年の経常利益 2 億 91 百万円に対して、既存業務においては年々ストックとして増加している管理戸

数の増加に加え、主要な顧客に対して昨年より価格改定の交渉をしており、概ね良い返事をいただいて

おりますので、そういった既存業務の増収に加え、新規の提案による新たな受託業務や、問合せを受ける

だけでなくこちらからかけるインサイドセールスの受託も増えていく見込みであるため、それに伴う人員増によ

る費用増加はありますが、2026 年は 3 億 85 百万円を予想しています。 

 

また、今はまだ人力によるコールセンター業務が主体ではありますが、AI や DX の活用によるお客様対応

の高付加価値化、社内業務フローの改革、事務作業の自動化などに取り組んでおり、一部には具体的

な成果も出始めているので、そういった取り組みを全体にひろげ、エプコとしての次世代メンテナンスセンタ

ーをこの 2 年間で確立していく計画です。 
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P.22 2026/12 通期 ｜ 設計サービス 経常利益  

 

そして、こちらは設計サービスの経常利益の増減要因のグラフとなります。 

設計については、年々管理戸数が積みあがっていく、いわゆるストックのビジネスであるメンテナンスとは異

なり、毎年毎月の住宅の新築着工戸数に比例して増減する性質のものなので、今年は昨年よりは市場

環境は良くなるという期待はしているものの、慎重な計画としています。 

 

一方、市場の縮小はトレンドとして今後も避けられないことはずいぶん前から分かっていることで、そこに対

して既存の設備設計業務の周辺分野のサービスや、太陽光割付図や電気自動車の充電器に関する

設計など、エネルギー関連の設計、そして BIM サービスについての対応体制を構築してきており、これらで

新規の受託をとっていく方針です。 

また、先ほどもご説明した D-TECH2.0 プロジェクトも 2 年目を迎え、今年の後半から具体的な効果が

出てくる見通しですので、収益性の面でも成果を見込んでおり、2026 年は 4 億 39 百万円の経常利

益を見込んでおります。 
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P.25 目次 

 

そして、ここからは、今後のエプコグループの成長のエンジンとなります再エネサービスの説明となります。 

こちらは再エネ事業本部長で、常務執行役員の下司からご説明申し上げます。 
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P.26 2026/12 通期 ｜ 再エネサービスの市場環境① 

 

再エネ事業本部長の下司でございます。 

私からは再エネサービス領域の事業計画についてご説明いたします。 

まず、再エネサービス領域に関連する市場環境につきましては、今年度も引き続き追い風が継続するも

のと考えております。 

 

基本的なトレンドとして、我が国は 2050 年のカーボンニュートラルを目指し、当面の目標である 2030

年における再エネ導入目標を達成するべく、スライドでお示ししているように、関係省庁が連携して、再エ

ネ導入を促進する施策を展開中であります。 

 

これにより、TEPCO ホームテックや ENE’s の活動領域である、住宅用太陽光、蓄電池、EV 充電設備

等の設置工事に関する市場は、引き続き拡大していくものと考えております。 

また、昨年 2 月に策定された国の新たな「エネルギー基本計画」におきましても、再生可能エネルギーの

主力電源化の徹底、地域共生・国民負担の抑制を図りながらの再エネの最大限の導入を促すこととさ

れており、国の再エネ導入に向けた後押しは、今後も長期にわたり継続するものと期待しております。 
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P.27 2026/12 通期 ｜ 再エネサービスの市場環境② 

 

昨年度の実績のスライドでも触れておりますが、直近で TEPCO ホームテックの業績を大きく成長させた要

因の一つは、東京都における新築戸建住宅への太陽光パネル設置義務化でありました。 

今後も引き続き、東京都条例対応は最優先すべき重要なマーケットでありますが、東京都以外の需要

の広がりとして、住宅トップランナー制度における太陽光発電設備の設置目標がございます。 

 

こちらは一定以上の規模の住宅事業者、具体的には、建売住宅であれば年間 150 棟以上、注文住

宅であれば 300 棟以上の住宅を供給する事業者が対象となるため、全国で太陽光発電設備の導入ニ

ーズが高まるものと考えております。 

 

このため、TEPCO ホームテックがこれまでに培ってきた、太陽光パネルの調達、設計、施工、お客様対応

含めた各種の事務手続きなど、太陽光を簡単に導入できるソリューション一式を、住宅事業者さまに対し

てご提供するビジネスモデルが、全国へ拡大する機会になるものと期待しています。 

このような義務的な制度のほか、GX 補助金といった住宅の省エネ化を後押しする施策も引き続き提供

されております。 

 

このように、TEPCO ホームテック、ENE’s にとっては本格的な全国展開に向けて非常に良い環境が揃っ

てきたのではないかと考えております。 
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P.28 2026/12 通期 ｜ 再エネサービス（THT）の概況 

 

ここからは、具体的な事業計画についてご説明します。 

まず TEPCO ホームテックの事業計画です。 

昨年度の前半は、建築基準法・省エネ法の改正に伴う、住宅着工戸数の減少などの影響を受けたこと

から、計画を下回る結果となりましたが、昨年後半から住宅着工戸数は回復しており、これに伴い

TEPCO ホームテックの業績も４Q から成長基調に回復しております。 

 

なお、売上に占める新築住宅の割合が大きくなっていることから、3 月前後の新築住宅の引き渡し時期

に売上が集中する傾向が続いており、今後も同様の傾向が継続する見通しです。 

今年度の TEPCO ホームテックは、引き続き大手住宅事業者さまとの協業関係を活かし、東京都条例

対応や住宅トップランナー目標対応のニーズを獲得すべく、営業活動を展開していく予定です。 

 

また、既存住宅分野についても、東電グループのメリットを生かし、親会社である東京電力エナジーパート

ナー社との協働キャンペーンなどにより、効率よく案件を獲得してまいります。 

これらの施策により、今年度の TEPCO ホームテックは売上 119 億円、当社に帰属する持分法損益とし

ては 1 億 91 百万円を計画しています。 
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P.29 2026/12 通期 ｜ 再エネサービス（ENE’ｓ）の概況 

 

次に、当社 100%子会社の電気工事会社である ENE’s の事業計画についてご説明します。 

今年度の ENE’s は TEPCO ホームテックの成長に合わせた受注の拡大を継続するともに、昨年度に引

き続き、大手ハウスメーカーさまからの直接受注案件を安定的に獲得できる見込みとなっております。 

これにより、昨年度は２Q に突出した利益が発生しましたが、今年度は売上・利益ともに、年間を通して

平準化し、安定した事業運営が可能となる見込みとなっております。 

一方で、昨年度の大規模な案件受注に対して、ENE’s 側の体制が追い付いていなかったことも事実で

あります。 

 

今回、安定した受注が継続的に見込める状況となったことから、大手ハウスメーカー様からの全国・大規

模な施工力のご期待に応えることができる電気工事会社としての工事品質や安全対策をしっかりと整備

することが、今後の ENE’s の持続的な成長に不可欠と判断し、一定の先行投資を行うことといたしまし

た。 

 

この結果、今年度の ENE’s につきましては売上 23 億円、経常利益は 1 億 55 百万円を計画しており

ます。経常利益につきましては、昨年から 40 百万円ほど減少する計画となっております。 

先行投資の内容につきましては次のスライドでご説明いたします。 
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P.30 2026/12 通期 ｜ 再エネサービス（ENE’ｓ）の概況 

 

ENE’s において先行投資を行うことで施工品質・安全対策を強化すべきとの判断に至った背景は、まず

ENE’s の施工案件数が急増していること、次に、施工エリアが全国に大きく広がっていることの２点であり

ます。 

ENE’s は群馬県高崎市で創業し、これまでは基本的に関東中心の施工体制でありました。昨年度、大

手ハウスメーカーさまからの受注により、全国での施工に対応すべく、施工体制を大幅に強化してまいりま

した。これにより、スライドの日本地図にあります通り、ENE’s の施工エリアは関東を中心としつつも、九州

から北海道まで広がっている状況です。 

 

この全国での施工管理、安全・品質管理は ENE’s にとっても大きなチャレンジでありました。このため、さ

まざまなトラブルが発生し、その対処に担当者が全国を駆け回る状況となっております。 

その一方で、全国一律での工事にワンストップで対応可能な電気工事会社というものは、市場にもほとん

ど存在しておらず、全国で事業を展開する大手ハウスメーカーさまに対して、非常にお役に立ちうる、という

ことも分かってまいりました。 

 

このため、今回一時的に費用は発生するものの、電気工事会社としてのレベルと一段二段引き上げるこ

とを目的として、体制整備を行うものです。具体的には施工管理、安全品質管理を中心とした要員の強

化とこれに伴う社屋の移転であります。 

これにより ENE’s の競争力は、一般の電気工事会社から頭一つ抜き出ることが可能になり、継続的な

成長に寄与するものと考えております。 

私からの説明は以上です。 
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P.31 目次 

 

それでは、最後のパートになりますが、エプコグループの株主還元策についてご説明いたします。 

 

P.32 株主還元 ｜ ①配当方針 

 

まずは配当についてです。昨年は当社の設立 35 周年ということで、3 円の記念配当を発表させていただ

きました。結果、2025 年は 35 円の配当となり、いまの足元の株価が 820 円程度ですので、配当利回

りは４％強となります。また、当社の配当方針は、配当性向 50％、純資産配当率８％を目安とした利

益還元を安定的に実施する方針であり、2003 年の上場以来、23 年間、減配実績のない、いわゆる

累進配当方針というものを今後も掲げてまいります。 
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P.33 株主還元 ｜ ②抽選式株主優待制度の概要 

 

また、もうひとつの株主還元である抽選式株主優待制度についてもご説明します。 

抽選式株主優待制度については、多くの方からご注目をいただいており、大変嬉しく思います。当社は、

半年に一度、6 月末・12 月末の株主様を対象にして、抽選で太陽光発電システム及び蓄電池（１０

０万円相当）を無償で設置する権利を贈呈してきました。 

 

このたび、昨年発表させていただきました通り、今回から、当選者数を５名から 10 名へと倍に増やし、優

待品の種類を増やしまして、カテゴリーA では、太陽光、蓄電池に加えて、エコキュートも追加、カテゴリー

B では、15 万円相当のポータブルソーラーパネルやポータブル蓄電池、電動アシスト自転車も選べるよう

にいたしました。 

 

本日、19 時 40 分頃を目途に、2025 年 12 月末の株主様で本制度に応募いただいた方々を対象に

した抽選会を実施させて頂きます。 
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P.34 株主還元 ｜ ②抽選式株主優待制度の概要 

 

こちらでは、抽選式株主優待制度の応募状況についてご説明いたします。 

この抽選式株主優待は今回で８回目となります。 

 

今回の応募件数は、5,569 名、応募率は 48％ということで、いずれも過去最高の水準となりました。 

本制度が株主の皆様に認知されていく中、多くの株主様にご支持頂いていること、大変感謝しております。 

今回の応募者数と当選者の割合では、約 560 名に１名の割合で当選することになりまして、前回よりも

当選率が上がっておりますので、ご応募頂いた株主の皆様は、この後の抽選会を楽しみにしてお待ち頂け

ればと存じます。 
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P.35 株主還元 ｜ ④財務戦略（重要な経営指標：ROE） 

 

最後のページになります。 

当社は資本コストを意識した経営を行っており、重要な経営指標として設定している ROE についてご説

明いたします。 

 

当社は株主資本コストを８％と設定し、こちらを安定的に上回ることを目指しております。 

過去の平均では上回っておりますが、単年度で見ると下回る年もあり、事業ポートフォリオの見直しや事

業セグメントの収益性を向上させ、まずは 8％を定常的に上回る水準を目指してまいります。 

 

また、利益率向上だけでなく、資本効率の向上のために、資本政策にもより注力してまいります。具体的

には、中期経営計画の進捗に合わせて、適切に株主還元を計画し、実施することで、資本効率の高い

経営というものを実現してまいる所存でございます。 

以上、弊社からの決算概況のご説明となります。ご清聴ありがとうございました。 

 


